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事業成果と事業リスクの関係

事業の成果を得るためには、前提となる経営環境にあわせて事業構造を変
革し、リスクをとる必要がある

事業成果を生み出すプロセス

事業リスク事業成果

財務的成果

事業遂行上選択して取るリスク

戦略リスク

オペレーショナルリスク

発生を回避・低減すべきリスク

非財務的成果

計画リスク 計画遂行リスク

表裏の関係

事業構造
（スキーム・バリューチェーン・プロセス・体制・

制度・システム・組織風土）

事業の前提となる経営環境
マクロ動向

（政治・経済・社会・技術・法規制等）

ミクロ動向
（株主・投資家・金融機関・市場・顧客・競合・委託先等）

短期的成果 長期的成果

アジアにおけるサプライチェーンマネジメント
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サプライチェーンに潜むリスクの整理の例

事業スキーム図によりグループのサプライチェーンを俯瞰したうえ、事業部門に
より識別されたリスクをプロットすることで、重要リスクの抜け漏れを防ぐ

大型プロジェクトの遅延

原料メーカー

外部委託先
（加工）

競合他社

顧客

原材料の提供

製造・加工

出荷（完成品・部品）・メンテナンス

政府機関

補助金給付
許認可

取引サービス提供

金融機関

当社グループ

ライセンサー
（パートナー会社等）

ライセンス契約

協力会社

・・・識別された重要リスク

災害・事故
為替動向の変動

資金調達力低下（グ
ループ資金調達の難

化）

資材不足・高騰
（特定取引先への依

存）

品質事故

市場環境の変化

新規事業開発

設備トラブル

事業再編・合併

政治による事業/マーケット
への規制強化

資材調達

不正・贈収賄（外国公
務員への贈賄）

マクロ環境
貿易戦争による

サプライチェーンの変革

顧客データ流出
機密情報流出

NGO/NPO

批判・不買運動

NGO等から批判による
レピュテーションの低下

資金調達
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外部環境の変化によるサプライチェーンにおけるリスク増大の例

自社のみならず、取引先を含めたサプライチェーン全体として、外部環境の
変化に適応することが求められている

サプライチェーンへの影響

• 米中の貿易戦争により、サプライチェーンの見
直しが必要となっている

• 英国がEUを離脱した場合に備えて、欧州のサ
プライチェーンの見直しが必要となっている

• 関税や自由貿易協定（FTA)の再検討が必
要となっている

• 温暖化による気候変動の激しさが増しており、
個別のBCPのみならず、サプライチェーン全体で
のBCPの必要性が再認識されている

• ITの急激な進化と最新のITに対する理解不
足

• 顧客ニーズの多様化、細分化による顧客データ
の活用機会の増加とそれに伴う個人情報流
出リスクの増大

• テクノロジーを制御できないことで莫大な損害を
被るインシデントが発生する

• 社内に蓄積されているデータを利活用できない
ことで競争上、不利になる

• ビジネスのグローバル化による本社の目が届き
づらい拠点の増加

• SDGsへの関心の高まりから、従来よりも社会
的な期待が高まる（児童労働、取引先管理、
品質不正、検査不正等）

• GDPRやFCPAなど、Globalでの規制が導入
される

コンプライアンス /
レピュテーションリスクの増大

新しいテクノロジーの活用/
サイバーリスクの増大 地政学リスクの増大

自然災害リスクの増大

アジアにおけるサプライチェーンマネジメント
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企業にとって大きな影響を与えるリスクが顕在化した例

企業は今までより多くのリスクにさらされており、適切な対応ができない場合
に企業価値を大きく損なうケースも出てきている

日系大手自動車企業（工場）

2017年6月18日に世界の複数拠点がランサムウェア「WannaCry」に感
染していたことが発覚した。この影響により、工場が一日（19日）操業
停止する事態となった。その結果として、およそ自動車1000台が生産で
きなかったといわれている。

日系大手電機メーカー（事業所）

10月12日夜から13日にかけて東日本を縦断した台風19号の影響で、
ある事業所が浸水した。この工場では、幅広い製品に向けて電子回路
の基盤の材料を供給している。2ヶ月での復旧を目指しているが、操業
停止期間が長期化することで、サプライチェーンを通じた他の製品の生産
にも影響が及ぶ懸念が出ている。また、中国、台湾の工場での代替生
産を余儀なくされており、汎用品については、顧客に対して、他の部品
メーカーからの調達を要請しているといわれている。

事例1（サイバー/テクノロジーリスク）

多国籍大手スポーツウェア企業

1997年に当企業の委託先であるインドネシアやベトナムの工場において、
児童労働が常態化していることを国際NGOが摘発した。これをきっかけ
に世界的に不買運動が広がり、その被害規模はその後の5年間で1兆
円規模ともいわれている。

事例2（コンプライアンス/レピュテーションリスク）

中国大手通信機器企業（米国）

米国は2019年5月中旬に中国通信機器大手企業の通信機器が中国
政府のスパイ活動に使用される恐れがあるとして、米国企業と当企業の
取引を事実上禁止すると発表した。
これに対し、当企業は今後二年間は売上が伸び悩むとの見通しを発表
しており、深刻な影響を認めている。

事例3（地政学リスク）

事例4（自然災害リスク）

アジアにおけるサプライチェーンマネジメント
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想定される課題とオファリングの例（1/2）

想定される代表的な課題 サプライチェーンオファリング例

新しいテクノロジーが十分に活用できていない
• サプライチェーン内にある膨大なデータの活用や機械学習等といった最
新のテクノロジーに興味があるが、どのように活用したらよいかが分から
ない

テクノロジーの活用によるリスクの可視化
デジタル技術とデータの活用により、サプライチェーン全体の
リスクの可視化を支援

サイバーセキュリティ対応に非効率やモレがある
• 各拠点、各サプライヤー毎にサイバーリスクへの対応をしており、サプラ
イチェーン全体として見たときに、リスク対応にモレや非効率がある可
能性がある

サプライチェーンサイバーセキュリティ対応
サプライチェーン全体についてサイバーセキュリティへの対応を
支援

サプライチェーンが複雑になり法規制等に対応できているか不安
• サプライチェーンが複雑になる一方で、各国の法規制の変更に適切に
対応できているか自信がない。罰則等も強化される傾向にあるため不
安である

サプライチェーンに潜むコンプライアンスリスクの可視化
サプライチェーン全体のコンプライアンスリスクを可視化し、リ
スクを低減することを支援

取引先まで管理が行き届いていない
• 自社の拠点については、情報が入手しやすく、比較的管理ができてい
るが、取引先のリスク管理までは十分にできていない

サードパーティリスクマネジメント
サプライチェーン全体でどのようにサプライヤーをマネジメントす
るかについて支援

新
し
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テ
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サステナビリティの観点からサプライヤーに不安がある
• CSRの観点から、ESG、SDGsといった視点で見たときに、サプライヤーに
問題がないかどうかが気になっている

サステナビリティーの推進とレピュテーションリスク管理
サプライチェーン全体のサステナビリティの取組を可視化し、
リスクを低減することを支援

サプライチェーン全体に関する各種課題に応じて、適切な対策をとる必要が
ある

アジアにおけるサプライチェーンマネジメント
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想定される課題とオファリングの例（2/2）

サプライチェーン全体に関する各種課題に応じて、適切な対策をとる必要が
ある

想定される代表的な課題 サプライチェーンオファリング例

中国のテクノロジー規制に対応できていない
• サプライチェーンの一部に中国が含まれているが、中国のテクノロジー規
制によって、ビジネスにどのような影響が生じるかも把握できておらず、
対応もできていない

中国テクノロジー規制に対するリスク対応
中国のサイバーセキュリティ法、暗号法によるビジネスへの影
響を分析し、リスクを低減することを支援

FTAを活用できていない・追徴課税等の税務上のリスクを感じる
• FTAを有効に活用できておらずメリットを十分に得られていない気がす
る

• FTAを管理する体制が整っておらず税務上のリスクを感じている

FTA活用によるリスク変化への対応
サプライチェーン全体についてFTAの活用モレやFTA管理体制
の問題点を把握し、FTAの有効活用を支援

システムが複雑化しており、その停止リスクに対応できていない
• サプライチェーンの高度化に伴い、使用するシステムが多様化・複雑化
する中で、システムの停止リスクへの対応が不十分な可能性がある

IT-BCP
サプライチェーンにて事業を継続するために必要なシステムの
停止リスクへの対応を支援

BCPが各拠点の取組となっており全体最適となっていない
• 個々の拠点毎にBCPを策定しているが、各拠点がどのように事業を継
続するかという視点になっており、サプライチェーン全体でどのように事
業を継続するかという視点になっていない

グローバルBCP
サプライチェーン全体でどのように事業を継続するかという視
点でBCPの策定を支援

Withコロナを意識したより高度な働き方を実現したい
• COVID-19を経験して、平時からの準備が重要だと痛感した。リモート
ワークがいつでもできるように環境を整備したい

• この機会に、より高度な働き方改革を実施したい

スマートワークの推進
リモートワークも包含した、より高度な働き方であるスマート
ワークの実現を支援

地
政
学
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アジア・パシフィック地域での本サービスに関する問い合わせ先

当資料を含むアジアパシフィック地域における最新の経営環境やリスク情報、並びに当法人の
サービスについては以下のWebサイトもご参照ください

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/articles/ra/risk-advisory-in-asia-pacific.html

当資料におけるサービスに関するお問い合わせは下記メールアドレスまでご連絡ください

ap_risk@tohmatsu.co.jp

※貴社および貴社の関係会社とデロイト トーマツ グループの関係において監査人としての独立性が要求される場合、
本サービス内容がご提供できない可能性があります。詳細はお問合せください。

アジアにおけるサプライチェーンマネジメント
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